私法規律の構造 3 -「債権契約の終わり方」の規律（五・完）- by 伊藤,進






































































































































































消（民法 407条 2項）、契約の申込みの取消（民法 521条 1項、524条、527条 1
































































































































































































































































































































































































































































































































(1)山下末人「取消・解除に於ける原状回復義務」法学論叢 61巻 5号 133頁。
(2)有賀恵美子「民法 550条の強行法規性」法律時報 86巻 3号 103頁参照。
(3)エルトマンの見解として、紹介されている（北村実「ドイツにおける契約効果論の展開―
























































































されている規定が随所にみられる（改正条文 400条、改正条文 412条の 2、改正条




















































































































状回復義務を原則とし（改正条文 121条の 2第 1項）、無償行為の場合で善意の給
付受領者（改正条文 121条の 2第 2項）か、意思能力を欠く状態で法律行為をし









































































































































































行 617条、627条 1項を維持し「解約の申し入れ―終了」（改正条文 617条、627
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条 1項）としているのに対して、消費貸借では現行規律を維持して「返還の催告」
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除と同視できるかが問題となる。現行規律では同視する見解もあり、改正の過程で














































































































































報 86巻 12号 12頁）。
（明治大学名誉教授）
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